
政策を構成する施策の状況

政策名 6
安心して学べる教育環境の確保

【教育】

政策担当部局

評価担当
部局

86校
(94.5%)

(平成25年度)
スクールカウンセラーの配置率（市町村教育
委員会・公立中学校・県立高等学校）（％）

100%
Ａ

(平成25年度)

平成25年度
決算（見込）
額（千円）

目標指標等の状況 施策評価

3
生涯学習・文化・スポーツ
活動の充実

1,680,688

災害復旧工事が完了した県立社会教育施
設・社会体育施設数（施設）［累計］

被災文化財（国・県指定）の修理・修復事業
補助件数（件）［累計］

(平成25年度)

(平成25年度)

地域と連携して学校安全計画を策定した学
校の割合（％）

94.1%
Ｂ

(平成25年度)

概ね順調

Ｂ

6

平成26年度政策評価・施策評価基本票

平成25年度 政策評価シート（震災復興用） 政策

1
安全・安心な学校教育の
確保

15,082,378

防災に関する校内職員研修の実施率（％）
(平成25年度)

Ｂ

概ね順調

実績値 達成
度(指標測定年度)

災害復旧工事が完了した県立学校数（校）
［累計］

Ｂ

政策の状況

政策で取り組む内容
　震災経験やその後の生活環境の変化に伴い，子どもたちの心は様々なダメージを受けており，また，学校施設等も甚大な被害を受
けているなど，教育を取り巻く環境は未だ厳しい状況にある。このようなことから，宮城の復興を実現するためには未来を担う人材の育
成が何よりも必要であることを踏まえ，家庭・地域・学校の協働のもと，すべての子どもたちが，夢と志を持って，安心して学べる教育環
境を確保するため，安全・安心な学校教育の確保及び家庭・地域の教育力の再構築を図るとともに，生涯学習・文化・スポーツ活動
の充実に向けた取組を進める。
　特に，児童生徒等の心のケアの充実，いじめ等の問題行動の未然防止と迅速な対応，学力及び体力・運動能力の向上，学校施設
等の復旧に重点的に取り組む。また，学校等における防災教育の更なる充実と防災機能の強化に努める。

施策
番号

施策の名称

「宮城県震災
復興計画」に
おける体系

86.9%

総務部，環境生活
部，保健福祉部，農
林水産部，教育庁

教育庁

評価対象年度

Ａ
44,596人

　■達成度　　Ａ：｢目標値を達成している｣（達成率 100%以上）　　　Ｂ：｢目標値を達成しておらず，達成率が80%以上100%未満｣
　　　　　　　　　 Ｃ：｢目標値を達成しておらず，達成率が80%未満｣　　 Ｎ：「実績値が把握できない等の理由で，判定できない」
　■達成率（%）　フロー型の指標：実績値／目標値　　ストック型の指標：（実績値－初期値）／（目標値－初期値）
　　　　　　　　　　　目標値を下回ることを目標とする指標：（初期値－実績値）／（初期値－目標値）

13施設
(86.7%)

78件
(96.3%)

家庭教育に関する講座への参加延べ人数
（人）［累計］ (平成25年度)

2
家庭・地域の教育力の再
構築

698,566 概ね順調

Ｂ

601



政策を推進する上での課題と対応方針　（原案）

課題 対応方針
・施策1では，震災により被害を受けた県立高校の早期復旧・再建
をはじめ，公立小中学校の早期復旧に向けた業務支援や被災し
た児童生徒に対する長期的・継続的な心のケア・就学支援が必要
である。また，震災の教訓を生かし，児童生徒の災害対応能力を
向上させる教育を推進するとともに，復興を支える人材を育成して
いく必要がある。

・施策2では，家庭教育に関する研修等を受講した子育てサポー
ター等と市町村担当者の連携が十分に図られていない市町村が
あるほか，防災教育についても，学校と地域の連携が十分に図ら
れていない地域がある。

・施策3では，県民への生涯学習機会の提供と地域文化の振興を
図るため，津波で被災した松島自然の家を早期に復旧，再開する
とともに，被災文化財の修理・修復事業を計画的に執行していく
必要がある。

・施策1については，震災による津波で甚大な被害を受けた2校
（農業高校・気仙沼向洋高校）の再建を計画どおり遅滞なく進めて
いくとともに，公立小中学校の災害復旧に係る補助申請業務をサ
ポートするなど，市町村と連携しながら継続した業務支援を行う。
また，被災した児童生徒の心のケア・就学支援を持続的に行うた
めの体制強化に取り組むほか，復興を支える人材の育成も視野に
入れ，防災教育や志教育に係る取組を引き続き推進していく。

・施策2については，家庭・地域の教育力を一層向上させるため，
研修会等を通じて子育てサポーター等と人材を必要とする市町村
のマッチングを継続して支援するとともに，学校と地域の連携によ
る防災教育をより一層推進するため，「みやぎ防災教育推進ネット
ワーク会議」を通じて関係機関相互の連携強化を図る。また，県内
すべての児童生徒の災害対応能力を高め，防災意識の内面化を
図れるよう「防災教育副読本」を作成し，活用する。

・施策3については，松島自然の家の早期復旧・再開に向けて，
国・市町村・関係者等と調整を図りながら復旧工事を計画的に執
行していく。また，被災文化財の修理・修復には多額の費用が掛
かるため，震災復興基金等を活用するとともに，所蔵する市町村
や法人・個人等に対して適切な指導を行っていく。

■　政策評価　（原案） 概ね順調

評価の理由・各施策の成果の状況

・「安心して学べる教育環境の確保」に向けて，3つの施策に取り組んだ。

・施策1については，3つの目標指標とも着実に推移しており，被災した児童生徒等への心のケアや就学支援をはじめ，「志教育」を通
じた復興を支える人材の育成，防災教育の普及・啓発など，各事業において一定の成果が見られた。また，県立学校施設の94.5%，
公立小中学校施設の77.2%で復旧工事が完了したほか，防災に関する校内職員研修が8割を超える学校で実施されたことなどから，
「概ね順調」と評価した。

・施策2については，家庭教育に関する講座への参加延べ人数が目標値を上回る結果となり，子育てをサポートする人材等の育成が
図られたほか，学校・家庭・地域が連携する協働教育や，防災や交通安全などの学校安全に関する事業においても，それぞれ一定
の成果が見られた。また，地域と連携した学校安全計画策定の進捗においても「みやぎ学校安全基本指針」に基づき，防災主任総合
研修会や計画作成の演習を盛り込んだ学校安全指導者研修会等を開催したことにより，実績値が前年度から大幅に改善されたこと
などから，「概ね順調」と評価した。

・施策3については，県民への多様な学習機会の提供や震災の記録を後世に伝えるための取組などをはじめ，被災校における運動
部活動の充実に向けた支援，被災した博物館等のミュージアムの再興に向けた資料の修復等，それぞれの事業において一定の成
果が見られた。また，被災した県立社会教育施設・社会体育施設の復旧工事が津波被害を受けた2施設を除く全ての施設で完了し
たほか，被災文化財の修理・修復についても事業が着実に進んでいることなどから，「概ね順調」と評価した。

・以上のことから，3つの施策とも「概ね順調」と評価しており，政策全体としては「概ね順調」と評価する。
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